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  （注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については 

       記載しておりません。 

     ２ 売上高には、消費税等は含んでおりません。 

     ３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載し 

       ておりません。 

  

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、 

重要な変更はありません。また、各事業に携わっている主要な関係会社における異動もありません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第88期 

第１四半期連結 
累計期間 

第89期 
第１四半期連結 

累計期間 
第88期 

会計期間 
自平成23年４月１日 
至平成23年６月30日 

自平成24年４月１日 
至平成24年６月30日 

自平成23年４月１日 
至平成24年３月31日 

売上高（百万円）  15,715  15,979  99,871

経常損失（△）（百万円）  △1,831  △1,161  △2,839

四半期純損失（△）又は 

当期純損失（△）（百万円） 
 △1,053  △1,313  △1,844

四半期包括利益又は 

包括利益（百万円） 
 △1,746  △1,460  △2,716

純資産額（百万円）  42,383  39,946  41,412

総資産額（百万円）  105,530  83,588  94,953

１株当たり四半期純損失金額

（△）又は１株当たり当期純損失

金額（△）（円） 

 △7.65  △9.53  △13.39

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％）  39.8  47.3  43.2

２【事業の内容】
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 当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。  

  

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。  

  

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社および連結子会社）が

判断したものであります。  

(1）業績の状況 

①売上高に関する当社グループの傾向 

 当社グループでは、官公庁・自治体等向け機器の出荷が年度末に集中するため、第４四半期連結会計期間の売上高

が他の四半期連結会計期間の売上高と比較して大きい傾向にあります。このため、連結会計年度の売上高に占める第

１四半期連結累計期間の売上高は相対的に低くなっております。 

  

②概況 

 当第１四半期連結累計期間（平成24年4月1日から平成24年6月30日まで）における世界経済は、米国では緩やかな

回復が継続しているものの、欧州政府債務危機の長期化による世界的な金融不安の拡大や中国など新興国経済の伸び

悩みなどにより、全体として減速感が強まりました。 

 わが国経済においても、東日本大震災後の復興需要などを背景として緩やかに回復しつつありますが、不安定な海

外景気、円高の長期化などにより、先行き不透明で予断を許さない状況が続いております。 

 このような状況の中で、当社グループは売上高の減少に歯止めを掛けるべく積極的な受注活動を展開するととも

に、収益力の回復を図ることを目的とした事業構造改革の準備を進めております。 

  

 当第１四半期連結累計期間の売上高につきましては、ソリューション・特機事業が前年同期を下回ったものの、海

上機器事業および通信機器事業が前年同期を上回りました。この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は159億7

千9百万円（前年同期比1.7％増）となりました。 

 利益につきましては、売上高の増加および費用の減少により、営業損失が10億8千万円（前年同期は17億4千4百万

円の営業損失）となり前年同期から6億6千3百万円の改善、経常損失が11億6千1百万円（前年同期は18億3千1百万円

の経常損失）となり前年同期から6億6千9百万円の改善となりました。一方、四半期純損失は13億1千3百万円（前年

同期は10億5千3百万円の四半期純損失）となり前年同期から2億5千9百万円の悪化となりましたが、これは主に、前

年同期において親会社株式の売却に伴う「投資有価証券売却益」（8億9千万円）を特別利益に計上したことによるも

のであります。 

  

 当第１四半期連結累計期間におけるセグメントの業績は次のとおりであります。 

 なお、セグメント利益またはセグメント損失は、営業利益または営業損失ベースの数値であります。 

  

（海上機器事業） 

 海運市場における船腹過剰の影響などにより商船新造船向け機器が減少したものの、電子海図情報表示装置の搭載

義務化などの需要を取り込み商船換装向け機器が増加しました。また、震災復興により漁船向け機器も増加しまし

た。この結果、売上高は70億1千4百万円（前年同期比1.4％増）、セグメント利益は7百万円（前年同期は4千6百万円

のセグメント損失）となりました。 

  

（通信機器事業） 

 携帯通信事業者による地下街やトンネルなどの不感地対策投資や、スマートフォンの普及に伴い通信トラフィック

の分散化を図る投資が増加したことなどから、これに対応する通信インフラ関連機器が増加しました。また、震災や

タイ洪水の影響から脱却した自動車産業向けのGPSなどITS関連機器も増加しました。この結果、売上高は33億7千3百

万円（前年同期比53.4％増）、セグメント損失は4億7千1百万円（前年同期は8億4千2百万円のセグメント損失）とな

りました。 

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（ソリューション・特機事業） 

 前年同期に震災影響で一昨年度末から繰越となった案件の出荷が多かった水・河川情報システムの売上が減少しま

した。この結果、売上高は36億9千8百万円（前年同期比16.8％減）となりましたが、費用の減少等により、セグメン

ト損失は10億2千9百万円（前年同期は11億6千4百万円のセグメント損失）となりました。 

  

（その他） 

 上記のセグメントに含まれない「その他」（連結子会社の業績等）の売上高は18億9千2百万円（前年同期比12.0％

減）となりましたが、セグメント利益は3億9千9百万円（前年同期比63.9％増）となりました。 

   

(2）事業上および財務上の対処すべき課題 

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

(3）研究開発活動  

 当社グループは、中長期的な視野に立った基礎研究から事業活動に直結した新技術の開発まで総合的な研究開発活

動を行っており、当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、10億8千1百万円であり

ます。なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

  

(4）経営成績に重要な影響を与える要因および経営戦略の現状と見通し 

 当第１四半期連結累計期間において、重要な変更はありません。 

  

  

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 該当事項はありません。 

  

  該当事項はありません。  

  

 該当事項はありません。  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  216,000,000

計  216,000,000

種類 
第１四半期会計期間
末現在発行数（株） 
（平成24年６月30日） 

提出日現在発行数 
（株） 

（平成24年８月７日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式  137,976,690  137,976,690
東京証券取引所 

（市場第一部） 
単元株式数 1,000株 

計  137,976,690  137,976,690 ― ― 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】
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 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、直前の基準日（平成24年3月31日）に基づく

株主名簿による記載をしております。 

①【発行済株式】  

  

②【自己株式等】 

 （注） なお、当第１四半期会計期間末日（平成24年６月30日）現在の自己株式数は、223,069株であります。 

 該当事項はありません。  

  

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

平成24年４月１日から 

平成24年６月30日まで 
 －  137,976,690  －  14,704  －  16,504

（６）【大株主の状況】

（７）【議決権の状況】

  平成24年3月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
(自己保有株式) 

普通株式    222,000
－ － 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

       137,264,000

  

 137,264
－ 

単元未満株式 普通株式    490,690 － 
１単元（1,000株）

未満の株式 

発行済株式総数       137,976,690 － － 

総株主の議決権 －  137,264 － 

  平成24年3月31日現在

所有者の氏名又は 
名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有 
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

日本無線株式会社 

東京都三鷹市下連

雀五丁目１番１号 
 222,000  －  222,000  0.16

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成24年４月１日から平

成24年６月30日まで）および第１四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

  

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成24年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,607 3,545

受取手形及び売掛金 ※2  45,136 ※2  23,634

有価証券 162 163

商品及び製品 6,024 6,096

仕掛品 15,223 17,419

原材料及び貯蔵品 3,140 3,254

前渡金 724 283

繰延税金資産 316 267

関係会社短期貸付金 1,215 9,630

その他 771 971

貸倒引当金 △223 △188

流動資産合計 76,101 65,077

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 5,468 5,379

機械装置及び運搬具（純額） 520 498

工具、器具及び備品（純額） 881 891

土地 1,955 1,955

リース資産（純額） 140 127

建設仮勘定 13 31

有形固定資産合計 8,980 8,883

無形固定資産   

ソフトウエア 484 471

その他 134 138

無形固定資産合計 618 609

投資その他の資産   

投資有価証券 5,362 5,203

長期貸付金 62 58

繰延税金資産 1,199 1,203

その他 4,208 4,114

貸倒引当金 △1,579 △1,563

投資その他の資産合計 9,253 9,016

固定資産合計 18,852 18,510

資産合計 94,953 83,588
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成24年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※2  25,482 ※2  16,083

短期借入金 1,250 1,550

1年内返済予定の長期借入金 2,048 2,048

未払費用 2,056 2,242

リース債務 79 79

未払法人税等 295 95

前受金 1,902 2,996

預り金 209 788

製品保証引当金 841 704

その他 ※2  4,142 ※2  1,969

流動負債合計 38,306 28,559

固定負債   

長期借入金 1,105 1,054

リース債務 144 126

繰延税金負債 96 14

退職給付引当金 12,494 12,545

役員退職慰労引当金 167 －

環境対策引当金 230 230

資産除去債務 344 344

その他 649 767

固定負債合計 15,233 15,082

負債合計 53,540 43,641

純資産の部   

株主資本   

資本金 14,704 14,704

資本剰余金 16,504 16,504

利益剰余金 9,714 8,401

自己株式 △70 △70

株主資本合計 40,853 39,540

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 200 35

為替換算調整勘定 △21 △12

その他の包括利益累計額合計 179 22

少数株主持分 379 383

純資産合計 41,412 39,946

負債純資産合計 94,953 83,588
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成24年６月30日) 

売上高 15,715 15,979

売上原価 13,575 13,424

売上総利益 2,140 2,554

販売費及び一般管理費 3,884 3,635

営業損失（△） △1,744 △1,080

営業外収益   

受取利息 24 13

受取配当金 91 46

持分法による投資利益 33 154

その他 32 19

営業外収益合計 182 234

営業外費用   

支払利息 99 19

為替差損 134 274

その他 36 20

営業外費用合計 269 315

経常損失（△） △1,831 △1,161

特別利益   

投資有価証券売却益 890 －

特別利益合計 890 －

特別損失   

投資有価証券評価損 20 33

減損損失 － 20

その他 － 12

特別損失合計 20 66

税金等調整前四半期純損失（△） △960 △1,228

法人税、住民税及び事業税 7 23

法人税等調整額 73 51

法人税等合計 81 75

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △1,042 △1,303

少数株主利益 11 9

四半期純損失（△） △1,053 △1,313
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成24年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △1,042 △1,303

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △707 △160

為替換算調整勘定 4 8

持分法適用会社に対する持分相当額 △0 △4

その他の包括利益合計 △704 △156

四半期包括利益 △1,746 △1,460

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △1,759 △1,469

少数株主に係る四半期包括利益 13 9
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（有形固定資産の減価償却方法の変更） 

 当社グループは、有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却方法について、従来、定率法（平成10年4月1日以

降取得した建物（建物附属設備を除く）は定額法）を採用しておりましたが、連結決算を行っている親会社と会計処

理を統一するため、当第1四半期連結会計期間から定額法に変更しております。 

 この変更は、事業構造改革の一環として生産体制の再構築と国内外拠点への生産移管を進めることに伴い、保有固

定資産は生産用用途から研究開発・管理等の用途に使用状況が変化し安定的に使用されることとなるため、定額法が

資産の使用状況の実態により適合すると判断したことによるものであります。 

 この変更により、従来の方法によった場合に比べ、当第１四半期連結累計期間の営業損失、経常損失および税金等

調整前四半期純損失はそれぞれ2百万円減少しております。 

  

   １ 保証債務 

  連結会社以外の団体あるいは個人の、金融機関からの借入に対し、債務保証を行っております。 
  

  

  ※２ 四半期連結会計期間末日満期手形 

 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半

期連結会計期間末残高に含まれております。 

    

  

前第１四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年６月30日）および当第１四半期連結累計期間

（自平成24年４月１日 至平成24年６月30日） 

 当社グループでは、官公庁・自治体等向け機器の出荷が年度末に集中するため、第４四半期連結会計期間の

売上高が他の四半期連結会計期間の売上高と比較して大きい傾向にあります。このため、連結会計年度の売上

高に占める第１四半期連結累計期間の売上高は相対的に低くなっております。 

  

  

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１ 

四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。 

  

【会計方針の変更】

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成24年３月31日） 

当第１四半期連結会計期間 
（平成24年６月30日） 

日本無線協力会協同組合 百万円 4 日本無線協力会協同組合 百万円 12

従業員住宅ローン  24 従業員住宅ローン  22

計  28    34

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当第１四半期連結会計期間 
（平成24年６月30日） 

受取手形 百万円 89 百万円 46

支払手形  363  273

設備支払手形  20  13

（四半期連結損益計算書関係）

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年６月30日） 

減価償却費 288百万円 百万円 257
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Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 

配当金支払額 

  

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日） 

配当金支払額 

該当事項はありません。  

  

  

  

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、連結子会社における特機 

    事業、ソフトウェア事業等を含んでおります。 

２ セグメント利益又は損失（△）の調整額には、棚卸資産に含まれる未実現利益の調整額67百万円等が 

 含まれております。 

３ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失（△）と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。 

  

（株主資本等関係）

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年５月９日 

取締役会 
普通株式   688  5 平成23年３月31日平成23年６月８日 利益剰余金 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  （単位：百万円）

  

報告セグメント 
その他 
（注）１

合計 
調整額 
（注）２ 

四半期連結
損益計算書
計上額 

（注）３ 
海上 
機器  

通信 
機器 

ソリュー
ション・
特機 

計 

売上高                 

外部顧客への 

売上高 
 6,918  2,198  4,446  13,563  2,151  15,715  －  15,715

セグメント間の
内部売上高又は
振替高 

 0  0  13  14  1,204  1,218  △1,218  －

計  6,918  2,199  4,459  13,578  3,356  16,934  △1,218  15,715

セグメント利益 

又は損失(△) 
 △46  △842  △1,164  △2,053  243  △1,809  65  △1,744
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自平成24年４月１日 至平成24年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、連結子会社における特機 

    事業、ソフトウェア事業等を含んでおります。 

２ セグメント利益又は損失（△）の調整額には、棚卸資産に含まれる未実現利益の調整額18百万円等が 

 含まれております。 

３ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失（△）と調整を行っております。 

４ 「会計方針の変更」に記載のとおり、当社グループは、有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却

方法について、従来、定率法（平成10年4月1日以降取得した建物（建物附属設備を除く）は定額法）を採

用しておりましたが、当第1四半期連結会計期間から定額法に変更しております。この変更により、従来の

方法によった場合に比べ、第1四半期連結累計期間のセグメント損失（△）が「ソリューション・特機」で

2百万円減少しております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 「通信機器」セグメントにおいて、固定資産の減損損失を20百万円計上しております。 

  

 １株当たり四半期純損失金額および算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

 該当事項はありません。  

  

  該当事項はありません。 

  （単位：百万円）

  

報告セグメント 
その他 
（注）１

合計 
調整額 
（注）２ 

四半期連結
損益計算書
計上額 

（注）３ 
海上 
機器  

通信 
機器 

ソリュー
ション・
特機 

計 

売上高                 

外部顧客への 

売上高 
 7,014  3,373  3,698  14,086  1,892  15,979  －  15,979

セグメント間の
内部売上高又は
振替高 

 0  0  8  8  1,210  1,219  △1,219  －

計  7,014  3,373  3,707  14,095  3,103  17,198  △1,219  15,979

セグメント利益 

又は損失(△) 
 7  △471  △1,029  △1,494  399  △1,094  13  △1,080

（１株当たり情報）

  
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年６月30日） 

１株当たり四半期純損失金額（△） 円 銭 △7 65 円 銭 △9 53

（算定上の基礎）     

四半期純損失金額（△）（百万円）  △1,053  △1,313

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純損失金額（△） 

（百万円） 
 △1,053  △1,313

普通株式の期中平均株式数（千株）  137,759  137,753

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本無線株式会
社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成24年４月１日から平成
24年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年６月30日まで）に係る四半期連結財務
諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ
ビューを行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
  
監査人の責任  
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。 
 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 
 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 
  
監査人の結論  
 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本無線株式会社及び連結子会社の平成24年６月30日現在の財政状態
及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要
な点において認められなかった。 
  
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

  

以 上 

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成24年8月6日

日本無線株式会社 

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 

  
指定有限責任社員
業務執行社員  

  公認会計士 西岡 雅信  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 山田  努  印 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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